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1. 学生の確保の見通しおよび申請者としての取組状況 

1.1. 学生の確保の見通し 

1.1.1. 定員充足の見込みおよび入学定員設定の考え方 

定員の設定にあたっては、本学が提供可能な教員体制、施設・設備、実習体制

をベースに検討し、近隣の大学の定員数も参考にした上で、入学定員 80名・収

容定員 320名と定めた。 

現在、本学に在籍する学生（留学生を除く）の出身地域は埼玉県及び東京都の

2都県で 7割強を占め、理学療法学科についても同様と予測している。今後の中

長期的な学生確保の見通しを検討するため、当該 2 都県における大学進学者数

の推移を推計したところ、2030年時点において 2015年対比埼玉県で 96.9%、東

京都では 98.7%と極端な落ち込みはなく、十分に定員を充たしていくことが可能

な環境だと予想される（資料 1）。 

また、全国のリハビリテーション系学部の志願動向では、2015 年度に 905 人

だった入学定員は、2019 年度には 1,545 人と、5 年間で入学定員は約 70%増加、

志願者数についても同様に、2015年度に 4,165人だった志願者は、2019年度に

は 6,817 人と 5 年間で約 60%増加しており、志願倍率は 5 年間を通じて 400%超

となっている（資料 2）。リハビリテーション系学部の募集定員は過去 5 年間で

大きく拡大しているが、その拡大に合わせて志願する受験生も大きく増加して

きている。直近の志願倍率も高い水準を維持していることから、今後も引き続き、

受験生からのニーズが大きい学問系統であると考えられる。 

この傾向は本学の主要な学生募集地域である埼玉県及び東京都の理学療法学

科の志願動向についても同様である。本学の主たる学生募集エリアと想定され

る地域に所在する大学の理学療法学系統の一般入試の志願動向・定員充足率等

はいずれも堅調に推移している（資料 3、4）。わが国においては、高齢化の進展

に伴う医療患者数・要介護者数の増加により、リハビリテーション利用者の増加

が見込まれる。今後の日本社会の中で、理学療法士の重要性は更に高まっていく

ことから、理学療法学系統に対する志願動向は今後も継続して高く、安定的に学

生を確保していくことが可能だと考えられる。また、理学療法士が活躍できる場

所は従来の医療施設・介護施設だけでなく、スポーツトレーニング施設等にも活

躍の場が拡大していくことが予想される。卒業後のキャリアにおける選択肢の

広がりによって、理学療法士という進路は受験生にとってより魅力的になると

言える。 

本学にて独自に実施した高校生アンケート調査でも、東京国際大学の理学療

法学科の概要を説明した後、本学理学療法学科へ「進学を希望する」と答えた高

校生は 152人に上り、入学定員 80名の 1.9倍の進学希望者が得られた（資料 7）。

この結果から、本学が目指している理学療法学科の特色が受験生のニーズに合
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致し、評価されていることが確認できた。 

また、他大学の理学療法学科に在籍している学生を対象にしたアンケート調

査の結果でも（資料 9 表 5）、東京国際大学の理学療法学科に対する関心の高さ

を確認できた。 

以上、埼玉県、東京都における学生募集環境の予測、理学療法学系統に対する

受験生のニーズの高さ、理学療法士が活躍する場の拡大、本学の理学療法学科特

色に対する受験生からの評価、これらを踏まえると今後、中長期的に安定した学

生の確保が可能だと考えられ、教員体制及び施設・設備、実習体制等を勘案して

も入学定員 80名・収容定員 320名は充足可能で妥当な人数だと考える。 

 

1.1.2. 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

1.1.2.1. 大学進学者の推移 

今後の中長期的な学生確保見通しを考察するため、まずは大学進学者全体の

ボリュームの変化を国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口

（平成 30（2018）年推計）」及び文部科学省「大学への進学者数の将来推計につ

いて」のデータをもとに推計した。 

本学に在籍する学生（留学生を除く）の出身地域（保護者住所）は埼玉県が

50.3%、東京都が 20.4%で、この 2 都県出身の学生で 7 割強を占める。したがっ

て、大学進学者数の予測にあたっては、当該 2 都県における大学進学者数推移

を見ていく。表 1 に示すとおり、埼玉県の大学進学適齢人口について、2015 年

の 354,632 人を 100.0 とする場合、2020 年には 335,397 人（94.6）、2030 年に

は 303,238人（85.5）と、2030年までに 14.5%の減少が見込まれる。一方、東京

都については、2015 年の 572,290 人を 100.0 とする場合、2020 年には 552,167

人（96.5）、2030年には 564,674人（98.7）と、埼玉県に比べて人口の減少幅は

小さく、1.3%の減少に留まることが推計されている。 

 

表 1．大学進学適齢人口の推移予測 

 

＜15～19歳推計人口＞

2015年 2020年 2025年 2030年

354,632 335,397 322,194 303,238

100.0 94.6 90.9 85.5

572,290 552,167 557,895 564,674

100.0 96.5 97.5 98.7

国立社会保障・人口問題研究所 国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

埼玉県

東京都
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次いで、大学進学率の推移予測に関しても表 2 で見ていく。埼玉県について

は、2015年の 51.1%を 100.0とする場合、2020年には 53.6%（104.9）、2030年

には 57.9（113.3）と、2030年までに 2015年と比べて 13.3%の増加が予測され

ている。東京都については、現在の大学進学率が既に極めて高いことから、

2030年の大学進学率は 2015年と同じく 72.8%であることが予測されている。 

 

表 2．大学進学率の推移予測 

 

上記で示してきた大学進学適齢人口と大学進学率の数値を掛け合わせ、大学

進学者数の推移予測として表したものが表 3である。埼玉県については、大学

進学適齢人口は減少する一方で、大学進学率は上昇するため、2015年を 100.0

とする場合、2020年では 99.2、2030年では 96.9と、3.1%の僅かな減少に留ま

る。また、東京都についても、大学進学適齢人口の減少が僅かであるため、

2015年を 100.0とする場合、2020年では 96.5、2030年では 98.7と推移して

いくことが予測できる。 

 

表 3．大学進学者数の推移予測 

 

日本社会における少子化の進行によって、大学の学生募集環境は今後も楽観

視できる状況ではない。しかし、以上で見てきたとおり、本学へ入学してくる学

生の主要な出身地域である埼玉県、東京都では、今後の大学進学者数に極端な落

ち込みはないと予測でき、十分に定員を充たしていくことが可能な環境だと考

えられる（資料 1）。 

 

＜大学進学率＞

2015年 2020年 2025年 2030年

51.1% 53.6% 55.6% 57.9%

100.0 104.9 108.8 113.3

72.8% 72.8% 72.8% 72.8%

100.0 100.0 100.0 100.0

文部科学省「大学への進学者数の将来推計について」 文部科学省「大学への進学者数の将来推計について」

東京都

埼玉県

＜指数：（15～19歳推計人口）×（大学進学率）＞

2015年 2020年 2025年 2030年

埼玉県 100.0 99.2 98.9 96.9

東京都 100.0 96.5 97.5 98.7
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1.1.2.2. リハビリテーション系学部の志願動向 

続いて、今回設置を計画している「医療健康学部 理学療法学科」と同じ学問

系統の学部の志願動向を見るため、日本私立大学振興・共済事業団「私立大学・

短期大学等入学志願動向」を基に、全国のリハビリテーション系学部の志願者・

入学者の動向を確認した。 

2015年度に 905人だったリハビリテーション系学部入学定員は、2018年度に

は 1,165 人、2019 年度には 1,545 人と、5 年間で入学定員は約 70%増加してい

る。その間、志願者数についても同様に、2015年度に 4,165人だった志願者は、

2018年度には 4,876人、2019年度には 6,817人と 5年間で約 60%増加しており、

志願倍率は 5 年間を通じて 400%超となっている。入学定員充足率については、

2015 年度は 102.3%、2018 年度は 104.2%、2019 年度は 99.8%と、100%前後で堅

調に推移している（資料 2）。 

リハビリテーション系学部の募集定員は過去 5年間で大きく拡大しているが、

その拡大に合わせて志願する受験生も大きく増加してきている。直近の志願倍

率も高い水準を維持していることから、今後も引き続き、受験生からのニーズが

大きい学問系統であることが予測でき、安定的に学生を確保していくことが可

能だと考えられる。 

 

1.1.2.3. 埼玉・東京エリアにおける理学療法系統学科の志願動向 

新学科の主たる学生募集エリアと想定される地域における大学の状況を見る

ため、本学への入学者の多くを占める埼玉県および東京都において、理学療法学

系統の学科（または専攻）を設置している大学の志願動向、入学動向を調査した。 

完成年度前の大学を除いた各大学の一般入試志願倍率を見ると、多くの大学

で志願倍率は堅調に推移している。2019 年度について見ると、最も高い東京工

科大学で 22.4 倍、最も低い埼玉医科大学で 2.6、全大学合計の一般入試志願倍

率は 8.3倍である（資料 3）。 

入学定員の充足率は、いずれの大学も 1 倍前後となっている。収容定員の充

足率についても、情報が公開されていない大学を除き、いずれの大学も 1 倍を

超えていることから、本学近隣の大学の理学療法学科では十分な志願者、入学者

が集まっている（資料 4）。前述した全国のリハビリテーション系学部の志願動

向と同様に、本学の主要な学生募集地域である埼玉県、東京都において、理学療

法学系統への志願動向は堅調である。理学療法学系統に対する受験生からのニ

ーズの高さがうかがえる。 

わが国においては、高齢化の進展に伴う医療患者数・要介護者数の増加により、

リハビリテーション利用者の増加が見込まれる。なお、この傾向は本学が人材養

成を担うことになる首都圏において、より一層顕著である。今後の日本社会の中
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で、理学療法士の重要性は更に高まっていくことから、理学療法学系統に対する

志願動向は今後も継続して高く、安定的に学生を確保していくことが可能だと

考えられる。また、理学療法士の活躍の場は従来、病院、診療所などの医療施設・

介護施設等が中心であったが、介護保険法関連施設、行政機関、一般企業、教育・

研究機関、スポーツトレーニング施設等に活躍の場が拡大することが期待され

ている。卒業後のキャリアにおける選択肢の広がりにより、理学療法学系統への

進学を検討している受験生にとっては、より魅力的な進路になると言える。 

 

上述した社会情勢および他大学の募集状況の中、本学の理学療法学科が受験

生から実際に評価され得るのか、その点を検証するため、高校生を対象にアンケ

ート調査を行った。また、本学理学療法学科の教育内容を検討するにあたっても、

他大学の理学療法学系統学科に通う大学生を対象に、理学療法士を目指す学生

のニーズを探るアンケート調査を実施している。その結果を次項以降で詳述す

る。 

 

1.1.2.4. 高校生アンケート調査の結果 

・調査の概要 

本学の理学療法学科への入学に対する意識把握を目的として、埼玉県、東京都

を中心とした関東圏の高校生を対象に、第三者機関（一般財団法人 日本開発構

想研究所）によるアンケート調査を実施した。また、調査実施時には、新学科の

内容を理解してもらう目的から、調査票（資料 5）に加えてリーフレット（資料

6）も提供している。 

 

・調査対象 

埼玉県、東京都、神奈川県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県の高等学校に在

籍する高校 2年生（開設年度の入学生）。 

 

・調査実施期間 

 2019年 6月～2019年 11月 

 

・調査方法 

 郵送調査 

 

・回収結果 

 高等学校 139校に対して合計 19,254票のアンケート調査票を送付した。その

結果、123 校から合計 14,168 票の有効回答票を回収することができた。有効回
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答票の回収率は、73.6%であった。 

 

・調査結果（資料 7） 

 回答者が居住する都道府県について、「埼玉県」が 5,132 人（36.3%）、「東京

都」が 5,730 人（40.5%）であった。現在の本学の入学者層と同じく、埼玉県、

東京都を中心とした高校生の回答を集めることができた。 

 「Q3高校卒業後の希望進路」については、「大学進学」と答えた高校生は 11,733

人（83.0%）、「短期大学進学」は 309 人（2.2%）、「専門学校進学」は 1,527 人

（10.8%）であった。合計で 13,569人（96.0%）が進学を希望している。 

 この 13,569 人に対して、「Q6 本学理学療法学科への興味度」を聞いたところ

（表4）、本学の理学療法学科に「興味を感じる」と答えた高校生は899人（6.7%）、

「少し興味を感じる」と答えた高校生は 3,272人（24.5%）であった。 

 

表 4．本学理学療法学科への興味度 

 

 

次いで、「Q7本学理学療法学科への進学希望」について聞いた結果（表 5）、本

学の理学療法学科へ「進学を希望する」と答えた高校生は 152人（1.1%）、「一応

進学を考える」と答えた高校生は 761 人（5.7%）であった。「進学を希望する」

と答えた高校生だけでも、入学定員の 80名を上回る人数（入学定員数の 1.9倍）

が得られ、本学が新設する理学療法学科の特色が、高校生から評価されているこ

とを確認できた。 

 

表 5．本学理学療法学科への進学希望 

 

 

№ カテゴリ 件数 (非該当と不明を除く)%

1 興味を感じる 899                                        6.7                                         

2 少し興味を感じる 3272                                     24.5                                       

3 あまり興味を感じない 3730                                     27.9                                       

4 興味を感じない 5453                                     40.8                                       

不明 215                                        

非該当 599                                        

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 14168                                   13354                                   

№ カテゴリ 件数 (非該当と不明を除く)%

1 進学を希望する 152                                        1.1                                         

2 一応進学を考える 761                                        5.7                                         

3 進学を希望しない 7698                                     57.7                                       

4 わからない 4733                                     35.5                                       

不明 225                                        

非該当 599                                        

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 14168                                   13344                                   
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 また、「Q7本学理学療法学科への進学希望」を「Q3高校卒業後の希望進路」と

クロス集計を行い、Q3で「大学進学」と回答した 11,733人に限定し、「Q7本学

理学療法学科への進学希望」の結果を見た場合（表 6）、「進学を希望する」と答

えた高校生は 139人（1.2%）であった。大学（短期大学を除く）への進学希望者

に限定したとしても入学定員を上回る人数（入学定員数の 1.7倍）が得られた。 

 

表 6．本学理学療法学科への進学希望（大学進学希望者ベース） 

 

  

以上の調査結果から、本学理学療法学科の特色が高校生から評価されている

ことが確認できた。この調査結果を現実のものとして定員を充足していくため、

学生確保に向けた取組の遂行や、学生のニーズに応じた教育内容・入試制度の整

備等を確実に実施し、学生確保に努めていく。 

 

1.1.2.5. 理学療法学科在学生アンケート調査の結果 

・調査の概要 

理学療法学科新設の検討にあたり、理学療法学科に対する学生のニーズ把握

を目的として、全国の理学療法系統の学科に在籍する大学生を対象に、第三者機

関（株式会社エム・セオリー）によるアンケート調査を実施した（資料 8）。 

 

・調査対象 

国公立・私立大学の理学療法系統学科に在籍する大学生 

 

・調査実施期間 

 2016年 10月～2016年 11月 

 

・調査方法 

 ＷＥＢ調査 

 

・回収結果 

 日本理学療法学生協会に依頼し、12 校の学生から合計 233 票の有効回答票が

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 進学を希望する 139                     1.2                      

2 一応進学を考える 674                     5.7                      

3 進学を希望しない 6550                   55.8                    

4 わからない 4192                   35.7                    

不明 178                     1.5                      

非該当

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 11733                100                     
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得られた。 

 

・調査結果 

 回答者の所属大学について、私立大学に在籍している学生は 94 人（40.3%）、

国公立大学に在籍している学生は 139人（59.7%）であった（資料 9 表 1）。 

大学の所在地については、95人（40.8%）が首都圏所在の大学に在籍しており、

138 人（59.2%）がその他都道府県所在の大学に在籍している学生であった。ま

た、首都圏所在の大学に在籍する 95 人のうち、93 人（97.9%）は私立大学の学

生である（資料 9表 1）。 

理学療法士を目指した理由について、図 1 のとおり回答者全体の結果を見る

と、「医療に関わりたい」という理由が 161人（69.1%）で最も多く、次いで「ス

ポーツに関わりたい」という理由が 122人（52.4%）で 2番目に高い結果であっ

た（資料 9表 2）。 

 

図 1．理学療法士を目指した理由  

 
 

理学療法を学ぶ大学生に高校時代の部活動を聞いたところ、8割以上の学生に

スポーツ系の部活動経験があることから（資料 9 表 3）、理学療法に対する関心

の背景には、スポーツへの関心が元々存在していることがうかがえる。 

実際、図 2 で示すとおり、就職先で経験したいリハビリテーションの種類に

ついても、「スポーツ整形リハビリテーション」と答えた学生は国公立大学で 80

人（57.6%）、私立大学で 54人（57.4%）と、スポーツと関連づけて理学療法士の



11 

 

仕事を考えている学生が多く見られた（資料 9 表 4）。近年、我が国においては、

スポーツの意義が注目されている。人口減少・高齢化が進展し、社会保障給付費

が急増している我が国において、子どもから大人、高齢者、障害者まで継続して

心身の健康維持・増進を図ることのできるスポーツは持続可能な経済財政政策

を構築する上で極めて合理的な手段である。このような社会的必要性の高まり

から、スポーツ理学療法を本学は重点を置く分野の一つとしており、これが理学

療法学を学ぶ学生のニーズにも合致すると確認できた。本学理学療法学科は、社

会と学生、双方から求められる教育を提供していくことができると考える。 

 

図 2．就職先で行いたいリハビリテーションの種類  

 
 

埼玉県および東京都の大学に在籍する学生 81人に対し、本学の特長を伝えた

上で新設の理学療法学科にどの程度の興味をもつか聞いたところ、「入学したい

と思う」が 5人（6.2%）、「受験したいと思う」が 16人（19.8%）、「興味を持った

と思う」が 35 人（43.2%）という結果であった（資料 9 表 5）。少数の学生によ

る回答ではあるが、本学に対して、7割弱の学生が少なくとも興味はもつという

結果が得られた。 

本学は人間社会学部の中に人間スポーツ学科、スポーツ科学科という二つの

学科を設置しており、1,600 人を超える学生が運動やトレーニングに関する理

論・実践方法等を学んでいる。健康の維持・増進のための生涯スポーツから、ト

ップアスリートのための競技スポーツまで、スポーツに関する幅広い分野の学

びを提供する体制が整っている。また、駅伝部をはじめとして、日本有数の指導

者、施設・設備を擁する強化スポーツクラブが多く存在し、高度なスポーツの現

場に触れる機会も用意されている。 
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スポーツに関する豊富な教育環境は本学がもつ特色の一つであり、理学療法

学科においても、この教育環境を活用していく。例えば、資格取得に関しては、

理学療法士の国家試験受験資格だけではなく、「トレーニング指導者」、「初級障

がい者スポーツ指導員」等の資格取得を可能とする教育課程を準備している。 

学生の募集においても、強化スポーツクラブの運営の中で、多くの高校の部活

動指導者との繋がりをもっている。そのネットワークを活用し、理学療法および

スポーツに関心をもつ高校生に対して、的確に情報提供を行っていくことが可

能である。 

 

上述してきたように、理学療法を学ぶ多くの学生について、理学療法に対する

関心の背景にはスポーツへの関心が存在する。本学が特色として擁するスポー

ツに関連する豊富な教育環境は、多くの学生のニーズに合致する教育を可能と

するものと考える。 

 

1.1.2.6. 本学既設学部の学生確保状況 

本学の既設学部について、過去 5年間の志願・入学動向を見ると、志願者数は

各学部とも過去 3年間で大きく増加している（資料 10）。 

商学部については、2017年度は 649人、2018 年度は 779人、2019年度は 1,052

人と、過去 3年間で 1.62倍の増加。経済学部については、2017年度は春秋合計

で 987人、2018年度は 1,439人、2019年度は 1,639人と、過去 3年間で 1.66倍

の増加。言語コミュニケーション学部については、2017年度は 588人、2018年

度は 703人、2019年度は 1,164人と、過去 3 年間で 1.98倍の増加。国際関係学

部については、2017年度は春秋合計で 1,061人、2018年度は 1,408 人、2019年

度は 1,734人と、過去 3年間で 1.63倍の増加。人間社会学部については、2017

年度は 838人、2018年度は 911人、2019年度は 1,005人と、過去 3 年間で 1.20

倍の増加である。 

また、いずれの学部も収容定員の充足率は 1 倍前後で堅調に推移しており、

既設学部の学生確保は好調な状況にある。これは後述する学生確保に向けた具

体的取組を推進してきた結果であり、新設する理学療法学科においても同様の

取組を進めていく。したがって、理学療法学科についても、充分に学生を確保し

ていくことが可能と考える。 

 

1.1.3. 学生納付金の設定の考え方 

 学生納付金の設定においては、入学事務手続きや教育サービスの提供、施設・

設備の維持等に関する経費を勘案し、入学金を 25万円、学費を 155万円、諸経

費を 4万円、初年次合計で 184万円とした。 
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 表 7 のとおり、近隣の競合大学と比べても妥当な水準の金額だと言える。 

 

表 7．埼玉県内の主要競合大学の初年次学生納付金（2019 年度） 

学部・学科 入学金 学費 諸経費 合計 

東京国際大学 医療健康学部 理学療法学科 25 万円 155 万円 4 万円 184 万円 

埼玉医科大学 保健医療学部 理学療法学科 30万円 150万円 4.6万円 184.6万円 

日本医療科学大学 

保健医療学部 リハビリテーション学科 
30万円 150万円 5.6万円 185.6万円 

人間総合科学大学  

保健医療学部 リハビリテーション学科 
30万円 140万円 － 170万円 

日本保健医療大学 保健医療学部 理学療法学科 30万円 160万円 － 190万円 

文京学院大学 保健医療技術学部 理学療法学科 30万円 160.8万円 2.8万円 191.6万円 

東京家政大学  

健康科学部 リハビリテーション学科 
30万円 150万円 2.7万円 182.7万円 

目白大学 保健医療学部 理学療法学科 25万円 147.5万円 2.5万円 175万円 

 

1.2. 学生確保に向けた具体的な取組状況 

学生確保に向けた募集活動については、本学の特徴や新設学科の特色が高校

生及び保護者、進路指導担当教員等に伝わるよう様々な機会を設けることとす

る。2019 年度の本学の新入生を対象に行った調査によると、東京国際大学を進

学先として選択する際、影響を受けたものとして「オープンキャンパス」や「高

校の先生との面談や話」等が上位に挙がっている。（資料 11）。受験生が進学先

を決める上で、これらの情報経路が重要なものであると考え、受験生と直接的に

接する機会であるオープンキャンパスおよび高校教員への情報提供を特に力を

入れて遂行する。以下に本学が実施していく具体的な取組を述べる。 

 

・オープンキャンパス 

受験生向けに大学の学びを理解してもらう機会としてオープンキャンパスを

開催している。本学の特色、人材育成の狙いの紹介、模擬授業、在学生のプレゼ

ンテーション、キャンパス案内等を実施し、平成 30 年度については 6 回 4,514

名の来場者があった。新設の理学療法学科についても、同様の対応を行う。 

 

・高校等訪問 

本学が重点対象とする高校に対し職員を派遣、進路指導部長及び部員に本学

の教育システム、方針について説明を実施し、生徒が本学への興味、関心を持っ

てもらえるように周知を依頼している。平成 30年度については延べ 1,611校を
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訪問した。新設の理学療法学科についても、重点校を設定しており、徹底対応す

る。 

 

・高校個別模擬授業 

本学が重点対象とする高校に対しては、高校へ教員を派遣して出張講義を行

い、高校生が具体的な学びのイメージを掴む手助けをしている。平成 30年度は

58校で実施した。新設の理学療法学科についても、重点校に対し徹底対応する。 

 

・キャンパス見学会 

本学を訪問する高校側のニーズに応じて、見学、キャンパスツアー、説明会な

どを組み合わせて実施している。必要に応じて当該高校出身の在学生が、本学で

の学び、生活についての説明する機会も設けている。平成 30 年度 13 校の見学

を受け入れた。新設の理学療法学科についても、重点校に対し徹底対応する。 

 

・高校教員対象大学説明会 

高校の進路指導教員向けに「高校教員対象大学説明会」を開催し、教育内容や

入試制度の前年からの変更点などを伝え、進路指導の参考にしてもらっている。

平成 30 年度は 27 校の参加があった。新設の理学療法学科については、重点的

に説明を行う。 

 

・進学相談会 

学外で開催される各種進学ガイダンス・説明会へ積極的に参加している。学生

のウエートが低い首都圏以外のエリアのガイダンス・説明会にも参加している。

平成 30 年度は 30 会場のガイダンス・説明会に参加した。新設の理学療法学科

については、重点的に説明を行う。 

 高校内で開催されるガイダンス・説明会についても重点校については積極的

に参加している。平成 30 年度は 147 校のガイダンス･説明会に参加した。理学

療法学科の重点校に関しては、徹底対応する。  
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2. 人材需要の動向等社会の要請 

2.1. 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学では、全学部を挙げて現代社会のニーズに応じた人材の養成に取り組ん

できた。特に既存の人間社会学部においては、保健体育、健康運動指導及びスポ

ーツ指導に携わる卒業生を輩出することで、国民の健康維持・増進の面で社会に

対して貢献してきた。本邦においては、高齢化の進展に伴い、「要介護認定者の

増加」、「介護職員の不足」、「社会保障給付費の増加」等が予測されている（資料

12、13、22）。高齢者の生活を支援するための財政的・人的資源に限りがあるこ

とから、高齢者が要介護状態になることを未然に防ぐ、健康増進・介護予防分野

の役割が重要視されている。また、高齢者が要介護状態に至る原因として、高齢

による衰弱、骨折・変形性関節症などの運動器系の疾患、脳卒中などの中枢神経

系の疾患、認知症等の割合が高く（資料 23）、今まで以上に、保健医療の知識・

技術を有し、国民の健康維持・増進、介護予防等に貢献できる人材を養成してい

く必要があると考え、「医療健康学部」を設置することとした。特に日常生活動

作の自立を支援する保健医療福祉の専門職の重要性が増大することが見込まれ、

理学療法士の活躍の場が、医療分野を中心として、健康維持・増進分野にまで拡

大していることを考慮し、「理学療法学科」を設置することとした。 

これからの社会において、理学療法士は医療・福祉分野及び健康増進・介護予

防分野で大いに貢献できると考える。本学が独自に行った調査によっても、理学

療法士に対する社会的需要は増大していくことが予測される（資料 14 表 2、表

4）。また、本学がある埼玉県は、人口当たりの理学療法士数が全都道府県の中で

6番目に少ないことから（資料 15）、埼玉県を中心に首都圏で活躍できる理学療

法士を養成する必要があると考える。 
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本学では、現代社会の問題を理学療法の視点から捉え、医療・福祉分野のみな

らず、健康増進・介護予防分野においても活躍できる人材の養成を行う。この目

的を達成するために、専門教育科目において希望の進路に対応して科目を選択

する履修モデルを設け、それぞれ下記の分野で活躍できる人材を養成する。 

 

① 臨床理学療法分野 

 一般病院、リハビリテーション病院等でエビデンスに基づいた知識と技術

を持った理学療法士として、他職種と連携しながら地域医療に貢献できる人

材を養成する。 

 

② スポーツ理学療法分野 

 スポーツ整形外科病院、スポーツトレーニング施設等で、障害の改善や競

技スポーツおよび生涯スポーツの活動を支援できる人材を養成する。 

 

③ 予防理学療法分野 

 介護保険サービスの事業所・施設、自治体、健康関連企業等で、介護予防、

疾病予防、障害予防及び健康増進を目的とした理学療法を実践し、地域社会

に貢献できる人材を養成する。 

 

2.2. 人材需要の客観的根拠 

2.2.1. 健康増進・介護予防分野で貢献できる理学療法士養成の必要性 

我が国は、先進諸国に類をみないスピードで急速に少子高齢化が進んでいる。

それに伴い、社会保障給付費（年金、医療、福祉、その他を合わせた額）は、近

年急速な伸びを示しており、2018年度においては 121.3兆円に達した。さらに、

政府は、高齢化率のピークを迎える 2040年度においては、社会保障給付費がお

よそ 190兆円になるとの推計を公表している（資料 22）。今後も人口減少と高齢

化の進行が予想されるため、持続可能な経済財政の構築に向けた対策を講じて

いくことが必要である。特に、子ども・子育て支援や高齢者が少しでも長く働け

る環境づくりを進めるとともに、健康上の問題がなく自立した日常生活を送れ

る期間、いわゆる「健康寿命」の延伸が喫緊の政策課題とされている。現状のま

までいくと、要介護（要支援）の認定者数は 2035年には 960万人となり、2015

年の認定者数(620万人)の約 1.5倍に増加する見通しである（資料 12）。一方で、

介護職員については、2035 年には 68 万人も不足すると推計されている（資料

12）。「社会保障給付費の増加」と「マンパワーの不足」を明確に示した上記の将

来推計を踏まえると、高齢者が要介護状態になることを未然に防ぎ、健康で自立

した日常生活を継続して営めるように、国全体を挙げて健康増進・介護予防分野
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に力を入れていく必要があると考える。 

このような社会的背景に鑑み、健康増進・介護予防分野に貢献できる人材の重

要性が増すと考える。特に、日常生活動作の自立を支援する医学的リハビリテー

ションの専門職である理学療法士の視点から、医療分野を中心に健康増進・介護

予防分野で貢献できる人材が求められると考える。 

 

2.2.2. 理学療法士に対する社会的需要予測 

全国の 65歳以上人口は、2015年の 33,868千人から 2025年には 36,771千人、

2040年には 39,206千人へと増加が予測される（資料 13）。高齢者の増加に伴い、

医療患者数及び要支援・要介護者数も増加が見込まれる（資料 14表 1）。医療患

者数は、2015年には 858万人だった人数が 2025年には 887万人に増加し、65歳

以上の高齢患者の比率は 2015年が 53.2%だったものが 58.3%に増加する。また、

要支援・要介護者数については、2015年に 604万人だった人数が、815万人に増

加すると予測されている。 

地域医療構想等の施策により、全国ベースでは「病床数の減少」、「病床区分割

合の変化（急性期からの病床転換）」、「医療から介護への機能移管」の進行が予

想されるが、リハビリテーション利用度の高い「回復期病床」割合の増加、介護

の比重拡大により理学療法士に対する社会的需要は拡大すると予測される。 

理学療法士に対する全国ベースの需要を予測すると、2015 年時点の 106 千人

に対し、2025年には 152千人（+43%）～190千人（+79%）へと大幅増が見込まれ

る（資料 14 表 2）。一方で、厚生労働省の理学療法士・作業療法士（以下、PT・

OT）需給分科会の平成 31 年の資料によると、現時点で、PT・OT の供給数は、

需要数を上回っており、2040 年頃には供給数が需要数の約 1.5 倍になると推計

されている（資料 24）。しかし、この推計は、PT・OTを区別せず算出され、ま

た地域別に検討されていないため、今後さらなる分析が必要である。 

次に、本学が位置する首都圏内における理学療法士の社会的需要予測につい

て記す。首都圏においては、医療患者数及び要支援・要介護者数の増加によって、

理学療法士に対する需要は高い。 

1 都 3 県の 65 歳以上人口は、2015 年の 8,659 千人から 2025 年には 9,520 千

人、2040年には 11,135千人へと増加が予測されている（資料 13）。医療患者数

及び要支援・要介護者数も全国を大きく上回る増加が見込まれる（資料 14表3）。

医療患者数は、2015 年には 231 万人だった人数が 2025 年には 248 万人に増加、

また、要介護者数については、2015年に 138万人だった人数が、199万人に増加

すると予測されている。 

1都 3県における理学療法士に対する需要を予測すると、2015年時点の 21千

人に対し、2025年には 36千人（+70%）～45千人（+111%）への拡大が見込まれ
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る（資料 14 表 4）。 

四病院団体協議会は、平成 28年に全国の理学療法士の充足状況に関する実態

調査を行い、地域別に分析したうえでその結果を報告している(資料 25)。全国

4,963施設に行った大規模調査においては、理学療法士の充足状況に関して、全

国の 40.6%の施設が運営上（患者の状況に応じ必要な人員）、「充足していない」

と回答した。この傾向は、全国の中でも関東が最も強く、関東の病院で理学療法

士が足りていないことが明らかになった。また、理学療法士の雇用計画について

は、2025年までに雇用を「減らしていく」と回答した施設は 0.0%である一方で、

「増やしていく」、「現状のまま」と回答した施設はそれぞれ 45.2%、18.3%であ

った。さらに、就職の応募状況について、関東では「募集しても応募が少ない」

と回答する割合が 43.8％に上った。PT・OT を区別し、地域別に分析をおこな

った本報告は、本学が示した需要予測を支持するものと考える。 

上述してきたとおり、高齢者および要支援・要介護者の増加に伴い、特に首都

圏において、理学療法士に対する社会的な需要は現在よりも高まることが予測

され、本学が養成していく理学療法士に対しても人材需要は高いことが見込ま

れる。 

 

2.2.3. 埼玉県における理学療法士の状況 

埼玉県内の理学療法士協会会員数は、2019 年 3 月末時点で 5,312 名であり、

全都道府県の中で 8番目に多いが、人口 10万人あたりの理学療法士協会会員数

を算出すると僅か 73 人で、埼玉県は全都道府県の中で 6 番目に少ない（資料

15）。埼玉県は、東京都や神奈川県などの近隣の都県と並んで理学療法士の数が

極めて少ないと言える。 

本学理学療法学科を設置する埼玉県の川越比企圏域においては、2025 年にお

ける高齢化率が全県の 28.4%を上回り、30.6%になることが推計され、高齢者の

占める比率が埼玉県の中でも高い地域と言える（資料 16）。 

川越比企圏域の在宅医療等の必要量の推計は、2013年では、1日あたり 4,816

人であったのが、高齢化率の増加に伴い、2025 年には約 2 倍の 8,799 人になる

と推計されている（資料 17）。また、訪問や通所リハビリテーション関連のサー

ビスの必要量に関しても数年のうちに急増することが示されている（資料 18）。

本学理学療法学科の設置を予定している川越比企圏域についてはこのような状

況が予測されているが、2019年 10月現在、埼玉県南西部中核市であり、人口 35

万人以上を擁する川越市内には理学療法養成大学はない（図 4）。この地域にお

いて、理学療法士を養成する学部を設置することは、今後高齢化が進む市民の生

活を支えていく上で、強く必要とされると想定される。 

 



19 

 

図 3. 埼玉県内の理学療法養成大学の所在地 

 

 

以上のとおり、埼玉県は他の都道府県に比べて人口に対する理学療法士の割

合が少ない一方で、地域におけるリハビリテーションの必要量は急増すると考

えられるため、埼玉県において、地域社会で貢献できる保健医療福祉の専門職、

特に理学療法士を育成する必要があると考える。 

 

2.2.4. 事業所アンケート調査 

・調査の概要 

本学の理学療法学科卒業生の採用意向把握を目的として、理学療法士を採用

している事業所を対象に、第三者機関（一般財団法人 日本開発構想研究所）に

よるアンケート調査を実施した。また、調査実施時には、新学科の内容を理解し

てもらう目的から、調査票（資料 19）に加えてリーフレット（資料 20）も提供

している。 

 

・調査対象 

関東圏所在の事業所の採用担当者 

 

・調査実施期間 

 2019年 12月～2020年 2月 

 

・調査方法 

 郵送調査 
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・回収結果 

 558事業所に対してアンケートを送付した。その結果、233事業所から有効回

答票が得られ、回収率は 41.8%だった。 

 

・調査結果（資料 21） 

 「Q1 事業所の所在地」について、「埼玉県」が 72 事業所（30.9%）、「東京都」

が 76事業所（32.6%）、「千葉県」が 44事業所（18.9%）、「神奈川県」が 27事業

所（11.6%）で、回答した事業所は一都三県が中心となっている。 

「Q2 事業所の種別」は「病院・診療所」が 194 事業所（83.3%）で最も多く、

次いで「介護老人保健施設」が 20事業所（8.6%）。 

「Q4現在の理学療法士の充足状況」を聞いたところ（表 8）、「大きく不足して

いる」という回答が 21 事業所（9.0%）、「やや不足している」という回答が 132

事業所（56.7%）、それぞれを合わせると、6 割半ばの事業所が理学療法士の不足

を感じている。 

 

表 8．現在の理学療法士の充足状況 

 

 

本学の理学療法学科について、「Q7設置の期待度」を聞いた結果では（表 9）、

「ぜひ設置してほしい」が 84事業所（36.2%）、「どちらかというと設置してほし

い」が 84事業所（36.2%）、合わせて 7割強の事業所が本学の理学療法学科設置

に期待をしている。 

 

表 9．理学療法学科設置の期待度 

 

 

本学の卒業生に対しての「Q8採用意向」では（表 10）、「採用したい」という

№ カテゴリ 件数 (非該当と不明を除く)%

1 大きく不足している 21                                          9.0                                         

2 やや不足している 132                                        56.7                                       

3 充足している 78                                          33.5                                       

4 その他 2                                            0.9                                         

不明 0                                            

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 233                                        233                                        

№ カテゴリ 件数 (非該当と不明を除く)%

1 ぜひ設置してほしい 84                                          36.2                                       

2 どちらかというと設置してほしい 84                                          36.2                                       

3 設置してほしくない 16                                          6.9                                         

4 その他 48                                          20.7                                       

不明 1                                            

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 233                                        232                                        
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回答が 64事業所（27.5%）、「採用を検討したい」という回答が 120事業所（51.5%）

で、合わせて 184事業所（79.0%）に本学理学療法学科卒業生の採用意向がうか

がえた。 

 

表 10．理学療法学科卒業生の採用意向 

 

 

「Q8採用意向」で「採用したい」と回答した 64事業所に絞って、「Q9採用想

定人数」を確認したところ（表 11）、「1～2 人」が 39 事業所、「3～4 人」が 12

事業所、「5～6人」が 1事業所、「7～10人」が 2事業所、「11人以上」が 1事業

所という回答であった。採用想定人数を実数に換算するため、「1～2人」を 1人、

「3～4 人」を 3 人、「5～6 人」を 5 人、「7～10 人」を 7 人、「11 人以上」を 11

人として計算すると、採用想定人数は合計で 105人となり、入学定員の 80名を

超える人数（入学定員の 1.3倍）に対して採用意向のあることが確認できた。 

 

表 11．理学療法学科卒業生の採用想定人数 

 

※加重値：各選択肢を実人数に換算するために設定した人数 

 

この調査結果から、本学の理学療法学科卒業生に対しては入学定員相応の需

要があると考えられ、卒業後、社会の中で理学療法士として活躍していくことが

可能だと言える。 

№ カテゴリ 件数 (非該当と不明を除く)%

1 採用したい 64                                          27.5                                       

2 採用を検討したい 120                                        51.5                                       

3 採用は考えない 8                                            3.4                                         

4 その他 41                                          17.6                                       

不明 0                                            

サンプル数 （％ﾍﾞｰｽ） 233                                        233                                        

選択肢 1～2人 3～4人 5～6人 ７～10人 11人以上 その他 不明

加重値 (1人) (3人) (5人) (7人) (11人) (0人) (0人)

採用したい 39           12           1              2              1              9              -                

採用を検討したい 64           7              1              1              -                46           1              

採用は考えない -                -                -                -                -                -                -                

その他 -                -                -                -                -                -                -                

不明 -                -                -                -                -                -                -                

39           36           5              14           11           -                -                「採用したい」件数×加重値

合計 105人

問9 採用想定人数

問8

採用意向
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2.2.5. スポーツトレーニング施設、行政機関、健康関連企業における理学療法士

の需要 

本学理学療法学科の卒業後の進路は、病院、診療所、介護老人保健施設等が

中心であり、前述した事業所アンケートではこれらの施設における需要を調査

した。本学理学療法学科の卒業後の就職先の一部候補として、スポーツトレー

ニング施設、行政機関、健康関連企業等も想定されるため、これらの施設につ

いては日本理学療法士協会発行の「理学療法白書 2019」を基に需要を推察す

る。 

日本理学療法士協会は、国家資格理学療法士を有する会員で構成されてお

り、その会員数は平成 31年度時点で 125,372名に達している。日本理学療法

士協会は、会員の属性を基に、毎年「理学療法白書」として統計情報を公開し

ており、施設区分毎の会員数が示している。 

表 12 に健康産業に勤務する理学療法士協会会員数（人）を示した。スポー

ツ関連施設の会員数は、2013年 31人であったのが 2018年には 44人になり、

約 1.4倍に増加している。フィットネス施設の会員数に関しては、2013年 11

人であったのが 2018年には 43人になり、約 3.9倍に増加している。本学理学

療法学科学生の進路の選択肢の１つとして、「スポーツトレーニング施設」、

「健康関連企業」が挙げられる。 

 

表 12. 健康産業に勤務する理学療法士協会会員数（人） 

  2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

スポーツ関連施設 31 33 45 46 44 44 

フィットネス施設 11 15 21 28 36 43 

「理学療法白書 2019年版」を基に作成 
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表 13 に行政関係施設に勤務する理学療法士協会会員数（人）を示した。市

に従事する理学療法士は、2013年から 2018年の間の 5年間で約 2.5倍に増加

している。したがって、本学理学療法学科の進路として、都道府県や市町村と

いった自治体が選択肢として挙げられる。 

 

表 13. 行政関係施設に勤務する理学療法士協会会員数（人） 

  2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

保健所 19 22 26 28 27 29 

市区町村保健センター 58 49 50 52 49 48 

国 0 0 2 2 5 6 

都道府県 8 8 14 13 15 13 

市 39 57 69 79 91 101 

町 3 4 7 9 12 12 

村 0 1 1 2 3 3 

社会福祉協議会 4 4 3 5 8 9 

身体障害者福祉協議会 0 0 0 0 0 0 

その他 253 189 182 166 159 136 

「理学療法白書 2019年版」を基に作成 

 

自治体に勤務する理学療法士の勤務実態については、日本公衆衛生協会の平

成 27年度地域保健総合推進事業の「自治体等に所属している理学療法士、作

業療法士の地域保健活動の推進と実態把握に関する調査研究」の中で報告され

ている（資料 26）。全市町村人事課（1718箇所）と都道府県人事課（47箇所）

にアンケート調査を依頼した結果、936市町村、27都道府県から回答が得られ

た（回答率 54.6%）。回答が得られた 936市町村では、304市町村（32.5％）に

理学療法士または作業療法士が、配置されていることが分かった。また、理学

療法士または作業療法士が配置している市町村では、93.8%の市町村が常勤で

あった。その所属機関の割合は、医療機関、本庁部門、施設部門、その他、保

健所の順に多かった。今後の理学療法士、作業療法士の採用予定について、99

市町村、17都道府県が「予定・検討している」と回答している。資料 26 の調

査結果から、自治体に勤務する理学療法士が常勤職員として多くの自治体で採

用されていることが分かる。また、埼玉県理学療法士協会の会員名簿（令和元

年 9月 30日発行）から、本学が所在する埼玉県内においても多くの理学療法

士が、自治体が運営する施設（市役所、市立保健センター、児童発達支援セン

ター、介護予防センター、保健所、市立病院、市立介護老人保健施設、県立小
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児医療センター等）に従事していることが分かっている。以上のことから、自

治体における需要は一定程度あるものとみられる。 

「理学療法士白書 2019年版」を基に表 12及び表 13 に示した人数は、各施

設に勤務する「理学療法士協会会員」の人数である。会員数と国家試験合格者

累計数を基に算出された理学療法士協会の組織率は、平成 28年時点で 79.4%で

ある（資料 27）。「理学療法白書 2019年版」においては、「日本理学療法士協会

非会員」の勤務先に関する情報は反映されていないため、表 12 及び表 13 に示

した人数よりも多くの理学療法士が、スポーツトレーニング施設、行政機関、

健康関連企業等で勤務していると考えられる。平成 31年度時点で理学療法士

協会会員数は 125,372名であり、その総数に対するスポーツトレーニング施

設、行政機関、健康関連企業等で勤務している理学療法士の割合は僅かである

が、5年間の推移をみると確実に増加しているため、本学理学療法学科の卒業

後の進路の選択肢として挙げられる。 
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資料1. 大学進学者数の推移予測 

 

 

  

＜15～19歳推計人口＞

2015年 2020年 2025年 2030年

354,632 335,397 322,194 303,238

100.0 94.6 90.9 85.5

572,290 552,167 557,895 564,674

100.0 96.5 97.5 98.7

国立社会保障・人口問題研究所 国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

＜大学進学率＞

2015年 2020年 2025年 2030年

51.1% 53.6% 55.6% 57.9%

100.0 104.9 108.8 113.3

72.8% 72.8% 72.8% 72.8%

100.0 100.0 100.0 100.0

文部科学省「大学への進学者数の将来推計について」 文部科学省「大学への進学者数の将来推計について」

＜指数：（15～19歳推計人口）×（大学進学率）＞

2015年 2020年 2025年 2030年

埼玉県 100.0 99.2 98.9 96.9

東京都 100.0 96.5 97.5 98.7

東京都

埼玉県

東京都

埼玉県
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資料2. リハビリテーション系学部の志願者・入学者動向 

 

 

 

＜主な学部別の志願者・入学者動向（大学）「リハビリテーション学部」

2015 2016 2017 2018 2019

集計学部数 10 10 10 11 13

入学定員 ① 905 915 915 1,165 1,545

志願者数 ② 4,165 4,239 3,812 4,876 6,817

志願倍率 ②/① 460.2% 463.3% 416.6% 418.5% 441.2%

入学者数 ③ 926 971 889 1,214 1,542

入学定員充足率 ③/① 102.3% 106.1% 97.2% 104.2% 99.8%

日本私立学校振興・共済事業団『私立大学・短期大学等入学志願動向』から作成
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資料3. 埼玉・東京エリアにおける理学療法系統学科の一般入試志願状況 

 

※「n.a.」はデータ非公表を意味する 

 

  

2015 2016 2017 2018 2019 2015 2016 2017 2018 2019 2015 2016 2017 2018 2019

埼玉県立 保健医療福祉 理学療法 24 24 24 24 24 137 69 97 227 133 5.7 2.9 4.0 9.5 5.5

目白 保健医療 理学療法 n.a. 45 50 50 40 n.a. 312 289 213 178 n.a. 6.9 5.8 4.3 4.5

文京学院 保健医療技術 理学療法 n.a. 45 45 45 45 n.a. 510 414 389 326 n.a. 11.3 9.2 8.6 7.2

埼玉医科 保健医療 理学療法 n.a. 30 30 28 28 n.a. 130 100 73 72 n.a. 4.3 3.3 2.6 2.6

日本医療科学 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
n.a. 34 34 34 34 n.a. 133 132 114 138 n.a. 3.9 3.9 3.4 4.1

人間総合科学 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
n.a. 15 15 10 10 n.a. 82 56 54 45 n.a. 5.5 3.7 5.4 4.5

首都大学東京 健康福祉 理学療法 n.a. 30 30 25 25 n.a. 145 128 142 135 n.a. 4.8 4.3 5.7 5.4

帝京平成 健康メディカル 理学療法 n.a. 36 36 36 36 n.a. 682 561 592 507 n.a. 18.9 15.6 16.4 14.1

帝京科学 医療科 理学療法 n.a. 35 35 35 35 n.a. 125 97 152 118 n.a. 3.6 2.8 4.3 3.4

杏林 保健 理学療法 31 31 42 43 38 752 816 869 750 726 24.3 26.3 20.7 17.4 19.1

東京工科 医療保健 理学療法 n.a. 41 31 31 31 n.a. 523 699 669 693 n.a. 12.8 22.5 21.6 22.4

東京医療学院 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
30 30 30 40 40 200 142 141 93 121 6.7 4.7 4.7 2.3 3.0

85 396 402 401 386 1,089 3,669 3,583 3,468 3,192 12.8 9.3 8.9 8.6 8.3

旺文社「蛍雪時代　受験年鑑」から作成

合計

一般入試志願倍率一般入試募集人員 一般入試志願者数
大学 学部 学科／専攻
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資料4. 埼玉・東京エリアにおける理学療法系統学科の入学状況 

 

※「n.a.」はデータ非公表を意味する 

 

 

 

大学 学部 学科／専攻 入学定員
2019年度

入学者数

入学定員

超過率
収容定員 在籍者数

収容定員

充足率

埼玉県立 保健医療福祉 理学療法 40 41 1.03 160 167 1.04

目白 保健医療 理学療法 85 84 0.99 330 364 1.10

文京学院 保健医療技術 理学療法 80 79 0.99 320 339 1.06

埼玉医科 保健医療 理学療法 50 52 1.04 200 202 1.01

日本医療科学 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
80 92 1.15 320 354 1.11

人間総合科学 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
40 47 1.18 160 n.a. n.a.

首都大学東京 健康福祉 理学療法 35 34 0.97 150 155 1.03

帝京平成 健康メディカル 理学療法 100 118 1.18 360 386 1.07

帝京科学 医療科 理学療法 80 85 1.06 320 323 1.01

杏林 保健 理学療法 56 61 1.09 213 232 1.09

東京工科 医療保健 理学療法 80 85 1.06 320 332 1.04

東京医療学院 保健医療
リハビリテーション

／理学療法学
90 96 1.07 320 342 1.07

各大学ホームページから作成
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資料5. 「高校生アンケート調査」調査票 
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資料6. 「高校生アンケート調査」リーフレット 
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資料7. 「高校生アンケート調査」調査結果 
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資料8. 「理学療法学科在学生アンケート調査」調査票 
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49 
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資料9. 「理学療法学科在学生アンケート調査」調査結果 

 

表１．調査回答者概要 

 

 

表２．理学療法士を目指した理由 
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表３．高校生時代の部活動経験 

 
 

表４．就職先で行いたいリハビリテーションの種類 

 

 

 

 

 

 

86%

14%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

スポーツ経験なし

スポーツ経験あり
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表５．東京国際大学の理学療法学科に対する関心 
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資料10. 東京国際大学の志願・入学動向 

 

項目 2015年度 2016年度

志願者数 923 691 649 779 1,052

入学者数 480 357 250 246 173

入学定員 400 300 220 220 180

入学定員充足率 1.20 1.19 1.14 1.12 0.96

在籍学生数 1,753 1,668 1,470 1,263 1,004

収容定員 1,600 1,500 1,320 1,140 920

収容定員充足率 1.10 1.11 1.11 1.11 1.09

項目 2015年度 2016年度
2017年度

5/1

2017年度

10/1

2018年度

5/1

2018年度

10/1

2019年度

5/1

2019年度

10/1

志願者数 778 879 741 246 1,002 437 1,241 398

入学者数 370 332 286 102 262 85 272 144

入学定員 255 255 265 90 250 105 265 170

入学定員充足率 1.45 1.30

在籍学生数 993 1,033 1,173 - 1,331 - 1,378 -

収容定員 1,110 1,065 1,120 - 1,220 - 1,400 -

収容定員充足率 0.89 0.97 1.05 - 1.09 - 0.98 -

項目 2015年度 2016年度

志願者数 631 676 703 1,164

入学者数 179 230 264 227

入学定員 160 190 250 230

入学定員充足率 1.12 1.21 1.06 0.99

在籍学生数 674 743 901 910

収容定員 600 665 850 920

収容定員充足率 1.12 1.12 1.06 0.99

2017年度 2018年度 2019年度

商学部

0.96

2017年度 2018年度 2019年度

経済学部 1.09 0.98

588

282

760

1.10

言語コミュニ

ケーション学部

250

1.13

839

学部名

学部名

学部名
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項目 2015年度 2016年度
2017年度

5/1

2017年度

10/1

2018年度

5/1

2018年度

10/1

2019年度

5/1

2019年度

10/1

志願者数 834 938 823 238 1,000 408 1,377 357

入学者数 315 317 246 55 220 78 192 84

入学定員 230 250 220 80 205 95 195 110

入学定員充足率 1.37 1.27

在籍学生数 1,002 1,061 1,128 - 1,116 - 1,095 -

収容定員 920 940 1,010 - 1,080 - 1,155 -

収容定員充足率 1.09 1.13 1.12 - 1.03 - 0.95 -

項目 2015年度 2016年度

志願者数 1,408 1,048 911 1,005

入学者数 504 555 488 440

入学定員 410 460 480 455

入学定員充足率 1.23 1.21 1.02 0.97

在籍学生数 1,799 1,908 1,955 1,882

収容定員 1,560 1,650 1,830 1,875

収容定員充足率 1.15 1.16 1.07 1.00

国際関係学部 1.00 0.99 0.90

2017年度 2018年度 2019年度

1.12

480

1.06

838

507

学部名

学部名

1,971

1,760

人間社会学部
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資料11. 東京国際大学への進学決定時に影響を受けたもの 

 

 

※各項目に対して、「とても影響した」～「まったく影響していない」まで5段階で聴取

n=1160

オープン

キャンパス

ホームペー

ジ

高校の先

生との面

談や話

ガイドブック

進学情報

ウェブサイ

ト

先輩や友

人などの話

進学説明

会

進学情報

誌

家族・親

族の勧め

予備校や

塾からの

情報

45 44 42 
37 

34 32 
29 28 

20 

8 

0%

20%

40%

60%

「とても影響した」＋「ある程度影響した」の数値
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資料12. 要介護認定者・介護職員需給の将来推計 

 

経済産業省「将来の介護需給に対する高齢者ケアシステムに関する研究 報告書（2018）」 

要介護(予防)認定者数 

2015年：620 万人 

→ 2035年：960 万人 

（2015年比約 1.5 倍） 

※東京国際大学・注 
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経済産業省「将来の介護需給に対する高齢者ケアシステムに関する研究 報告書（2018）」 
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資料13. 日本の地域別人口将来推計 

 

 

  

全国及び1都3県65歳以上人口と指数（平成27（2015）年=100）

平成27 令和2 令和7 令和12 令和17 令和22 令和27 令和7 令和22

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2025 2040

全国　 33,868 36,192 36,771 37,160 37,817 39,206 39,192 108.6 115.8

埼玉県 1,804 1,980 2,034 2,080 2,163 2,298 2,335 112.7 127.3

千葉県 1,611 1,754 1,791 1,819 1,875 1,973 1,989 111.2 122.5

東京都 3,066 3,215 3,272 3,422 3,675 3,996 4,176 106.7 130.4

神奈川県 2,178 2,356 2,424 2,526 2,684 2,868 2,923 111.3 131.7

1都3県計 8,659 9,305 9,520 9,847 10,397 11,135 11,422 109.9 128.6

国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）から作成

65歳以上人口（千人）
指数

2015年=100
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資料14. 理学療法士の需要予測 

表１．全国の医療患者数、要支援・要介護者数の推計 

 

内閣府「平成 26年版高齢社会白書」、厚生労働省「介護保険事業状況報告年報」、 

内閣府の介護給付費の見積もり及び 75歳以上人口増加（75歳以上は要介護者が増加し始める年齢）から作成 
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表２．全国の理学療法士需要予測 

 
厚生労働省「地域医療構想」、厚生労働省「医療施設調査」、理学療法士協会資料、その他パブリックデータから作成 
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表３．地域別の医療患者数、要支援・要介護者数の推計 

 

厚生労働省「患者調査」、厚生労働省「介護保険事業状況報告年報」から作成 
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表４．首都圏の理学療法士需要予測 

 

厚生労働省「地域医療構想」、厚生労働省「医療施設調査」、理学療法士協会資料、その他パブリックデータから作成  
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資料15. 都道府県別の理学療法士協会会員数 

 
公益財団法人 日本理学療法士協会「都道府県別会員数」および総務省「平成 29年都道府県別人口推計」から作成

（2019年度 3月） 
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資料16. 高齢化率の見通し（埼玉県地域別） 

 

① （書類等の題名） 

学生の確保の見通し等を記載した書類 添付資料 

資料 16. 高齢化率の見通し（埼玉県地域別） 

 

② （出典） 

埼玉県 

 

③ （引用範囲） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/koureikeikaku/documents/dai7ki.pdf 

第 7 次埼玉県高齢者支援計画 5 頁 

＜参照 2019-10-18＞ 

 

④ （その他の説明） 

 容易に分かるように、川越比企、全県に黄色の枠を付けた。 
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資料17. 在宅医療等の推計（埼玉県地域別） 

 

① （書類等の題名） 

学生の確保の見通し等を記載した書類 添付資料 

資料 17. 在宅医療等の推計（埼玉県地域別） 

 

② （出典） 

埼玉県 

 

③ （引用範囲） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/koureikeikaku/documents/dai7ki.pdf 

第 7 次埼玉県高齢者支援計画 76 頁 

＜参照 2019-10-18＞ 

 

④ （その他の説明） 

 容易に分かるように、川越比企に矢印を付けた。 
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資料18. 介護サービス量の将来推計（川越比企圏域） 

 

① （書類等の題名） 

学生の確保の見通し等を記載した書類 添付資料 

資料 18. 介護サービス量の将来推計（川越比企圏域） 

 

② （出典） 

埼玉県 

 

③ （引用範囲） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/koureikeikaku/documents/dai7ki.pdf 

第 7 次埼玉県高齢者支援計画 71 頁 

＜参照 2019-10-18＞ 

 

④ （その他の説明） 

 なし。 
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資料19. 「事業所アンケート調査」調査票 
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資料20. 「事業所アンケート調査」リーフレット 
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資料21. 「事業所アンケート調査」調査結果 
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99 

 

資料22. 社会保障給付費の将来見通し 

 

内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」 
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資料23. 要介護の主な原因 

 

 

厚生労働省「平成 28年国民生活基礎調査の概況」 
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資料24. 理学療法士・作業療法士の需給推計 

 

 

厚生労働省「第 3回理学療法士・作業療法士需給分科会 資料 1. 理学療法士・作業療法士の需給推計について」 
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資料25. 理学療法士の需給調査結果 

 

① （書類等の題名） 

学生の確保の見通し等を記載した書類 添付資料 

資料 25. 理学療法士の需給調査結果 

 

② （出典） 

四病院団体協議会/厚生労働省 

 

③ （引用範囲） 

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10801000-Iseikyoku-

Soumuka/0000120212_6.pdf 

第 2回理学療法士・作業療法士需給分科会 資料 3 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査 1, 2, 15, 16, 17, 28, 33頁 

＜参照 2020-1-28＞ 

 

④ （その他の説明） 

 なし。 
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資料26. 自治体に所属する理学療法士及び作業療法士の雇用実態調査 

 

① （書類等の題名） 

学生の確保の見通し等を記載した書類 添付資料 

資料 26. 自治体に所属する理学療法士及び作業療法士の雇用実態調査 全 4ページ 

 

② （出典） 

公益財団法人 日本理学療法士協会 

 

③ （引用範囲） 

http://www.japanpt.or.jp/upload/japanpt/obj/files/chosa/2016_houkokusyo(syuusei)

.pdf 

平成 28年度厚生労働省地域保健総合推進事業 自治体等に所属する理学療法士、作業療

法士の地域包括ケアシステムへの活動推進事業-理学療法士・作業療法士が地域保健活動

を円滑に進めるための情報ネットワークの構築と活動マニュアルの作成- 

12-15頁 自治体に所属する理学療法士及び作業療法士の雇用実態調査 

<参照 2020-8-4> 

 

④ （その他の説明） 

 なし 
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資料27. 日本理学療法士協会の組織率 
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厚生労働省「第 1回理学療法士・作業療法士需給分科会 資料 5. 理学療法士を取り巻く状況について」 
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